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頁 旧 新 摘 要 

 

 

 

 

 

9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１編 総則 

第３章 被害想定及び減災効果 

第２節 地震・津波被害の予測及び減災効果 

１ 南海トラフで発生するおそれのある地震・津波の被害予測及び減災効

果 

⑴ 被害予測 

（追加） 

 

 

（追加） 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

（略） 

 

第１編 総則 

第３章 被害想定及び減災効果 

第２節 地震・津波被害の予測及び減災効果 

１ 南海トラフで発生するおそれのある地震・津波の被害予測及び減災効

果 

⑴ 被害予測 

イ 結果（「平成 23 年度～25 年度 愛知県東海地震・東南海地震、南

海地震等被害予測調査結果」平成 26 年 5 月愛知県防災会議地震部

会） 

ウ 被害予測結果を踏まえた災害廃棄物発生量の推計（平成 27 年 7

月県環境部） 

過去地震最大モデルで想定される建物被害棟数や浸水面積を基

に、建物の全壊・焼失、半壊、床上・床下浸水を考慮して災害廃棄

物等の発生量を推計した。 

＜被害量の想定結果＞ 

廃
棄
物 

災害廃棄物（がれき） 約 20,625,000トン 

津波堆積物 約 6,465,000トン 

合計 約 27,090,000トン 

（略） 

 

 

 

 

 

 

表記の整理 

 

 

 

記載の追記 

 

 

 

 

 

 

 

27 

 

 

 

 

 

 

 

 

30 

 

第５章 各機関の処理すべき事務又は業務の大網 

３ 指定地方行政機関（表中） 

中部地方整備局 

⑶ 初期対応 

ア 情報連絡員（リエゾン）等及び緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE） 

を派遣し、被災地方公共団体等が行う、被災状況の迅速な把握、被 

害の発生及び拡大の防止、被災地の早期復旧その他災害応急対策に 

対する支援を行う。 

（略） 

 

５ 指定公共機関（表中） 

中日本高速道路株式会社 

⑵ 高速自動車国道、伊勢湾岸自動車道路（一般有料道路区間）の改築、 

維持、修繕又はその管理を行うとともに災害復旧を行う。 

第５章 各機関の処理すべき事務又は業務の大網 

３ 指定地方行政機関（表中） 

中部地方整備局 

⑶ 初期対応 

ア 情報連絡員（リエゾン）等及び緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE） 

を派遣し、被災地方公共団体等が行う、被災状況の迅速な把握、被 

災地へのアクセス確保、被害の発生及び拡大の防止、被災地の早期 

復旧その他災害応急対策に対する支援を行う。 

（略） 

 

５ 指定公共機関（表中） 

中日本高速道路株式会社 

⑵ 高速自動車国道、一般有料道路の改築、維持、修繕又はその管理を 

行うとともに災害復旧を行う。 

 

 

 

防災基本計

画 の 修 正

（H29.4） 

 

 

 

 

 

記載の整理 
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31 

 

 

 

 

32 

 

 

 

 

 

 

33 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

６ 指定地方公共機関（表中） 

（追加） 

 

 

 

（略） 

 

 

一般社団法人日本建設業連合会 

「災害時における愛知県建設部が管理する公共土木施設の緊急的な災

害対策支援に関する協定書」に基づき、県からの要請に応じて出動し、県

が管理する公共土木施設の応急対策を実施する。 

 

株式会社イトーヨーカ堂、イオン株式会社、ユニー株式会社、株式会社セ

ブン－イレブン・ジャパン、株式会社ローソン、株式会社ファミリーマー

ト、株式会社セブン＆アイ・ホールディングス 

国、地方公共団体等からの要請に応じて、災害応急対策の実施に必要な

物資の調達又は供給等を行う。 

 

６ 指定地方公共機関（表中） 

一般社団法人愛知県建設業協会一般社団法人愛知県土木研究会 

「災害時における愛知県建設部が管理する公共土木施設の緊急的な災

害対策支援に関する協定書」に基づき、県からの要請に応じて出動し、県

が管理する公共土木施設の応急対策を実施する。 

（略） 

 

 

指定公共機

関 の 追 加

（H27.10） 

 

 

指定公共機

関 の 追 加

（H29.7） 

 

 

 

 

指定地方公

共機関の追

加（H30.3） 

 

 

 

 

35 

 

 

 

 

36 

 

 

 

 

 

第２編 災害予防 

第１章 防災協働社会の形成推進 

■ 主な機関の措置 

区分 機関名 主な措置 

第２節 

自主防災組織・ボラン

ティアとの連携 

市、県 1⑴ 自主防災組織の推進 

1⑵ 防災ボランティア活動の支援 

（追加） 

第２節 自主防災組織・ボランティアとの連携 

１ 市及び県における措置 

⑴ 自主防災組織の推進 

イ 自主防災組織等との連携体制の推進 

いざという時には、日ごろから地域の防災関係者の連携が重要で 

ある。そのため、市及び県は、平時から自主防災組織、防災に関す 

るＮＰＯ及び防災関係団体等との連携を進めるとともに、災害時に 

は多様な分野のＮＰＯ等とも協力体制を確保できるよう連携体制 

第２編 災害予防 

第１章 防災協働社会の形成推進 

■ 主な機関の措置 

区分 機関名 主な措置 

第２節 

自主防災組織・ボラン

ティアとの連携 

市、県 1⑴ 自主防災組織の推進 

1⑵ 防災ボランティア活動の支援 

1⑶ 連携体制の確保 

第２節 自主防災組織・ボランティアとの連携 

１ 市及び県における措置 

⑴ 自主防災組織の推進 

イ 自主防災組織等の環境整備 

市及び県は、自主防災組織の育成・強化を図り、消防団とこれら 

の組織との連携等を通じて、地域コミュニティの防災体制の充実を 

図るものとする。また、研修の実施等による防災リーダーの育成、 

多様な世代が参加できるような環境の整備等により、これらの組織 

 

 

 

 

表記の整理 

 

 

 

 

対策の追加 
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37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37 

 

 

 

 

 

 

 

38 

の整備に努めるものとする。 

⑵ 防災ボランティア活動の支援 

イ 防災ボランティア活動の環境整備 

市及び県は、社会福祉協議会、日本赤十字社などのボランティア 

関係団体と連携し、震災時にボランティアの受入れが円滑に行われ 

るよう活動環境を整備するとともに、相互の協力・連絡体制づくり 

（ネットワーク化）を推進するものとする。 

（追加） 

 

 

 

 

 

⑶ （略） 

 

２ 市における措置 

市は、自主防災組織が消防団、企業、学校、防災ボランティア団体など

防災関係機関同士と顔の見える密接な関係（ネットワーク）を構築するこ

とを推進するため、ネットワーク化を図る防災訓練に取り組むなど必要な

事業の実施及び支援、指導に努めるものとする。 

 

（略） 

 

５ ボランティアの受入体制の整備及び協力・連絡体制の推進 

⑴ ボランティアの受入体制の整備 

ア 市及び県は、あらかじめ平常時において定期的に次の(ア)から(ウ)等 

の災害発生時の対応や連絡体制について、ボランティア団体との意 

見交換に努める。 

(イ) 市及び県は、災害時にコーディネーターを派遣することを協力 

するボランティア関係団体（協力団体）にコーディネーターの派 

遣を要請する。 

 

の日常化、訓練の実施を促すものとする。 

⑵ 防災ボランティア活動の支援 

イ 防災ボランティア活動の環境整備 

市及び県は、社会福祉協議会、日本赤十字社等やボランティア団

体との連携を図り、震災時においてボランティアの活動が円滑に行

われるよう活動環境の整備を図る。 

 

⑶ 連携体制の確保 

日頃から地域の防災関係者間の連携を取ることが重要である。その 

ため、市及び県は、平時から自主防災組織、防災に関するＮＰＯ及び 

防災関係団体等との連携を進めるとともに、災害時には多様な分野の 

ＮＰＯ等とも協力体制を確保できるよう連携体制の整備に努めるも 

のとする。 

⑷ （略） 

 

２ 市における措置 

市は、自主防災組織が防災に関するＮＰＯ、消防団、女性消防クラブ、

企業、学校、防災ボランティア団体など防災関係機関同士と顔の見える密

接な関係（ネットワーク）を構築することを推進するため、ネットワーク

化を図る防災訓練に取り組むなど必要な事業の実施及び支援、指導に努め

るものとする。 

（略） 

 

５ ボランティアの受入体制の整備及び協力・連絡体制の推進 

⑴ ボランティアの受入体制の整備 

ア 市及び県は、あらかじめ平常時において定期的に次の(ア)から(ウ)等 

の災害発生時の対応や連絡体制について、ボランティア団体との意 

見交換に努める。 

(イ) 市及び県は、ボランティア関係団体（協力団体）にコーディネ 

ーターの派遣を要請する。 

 

 

防災基本計

画との整合 

 

 

 

 

表記の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の整理 
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46 

 

 

 

 

 

 

 

46 

 

 

第２章 建築物等の安全化 

第２節 交通関係施設等の整備 

２ 道路施設 

⑵ 緊急輸送道路の指定 

地震直後から発生する緊急輸送（救助、救急、医療、消火活動及び 

避難者への緊急物資の供給等に必要な人員、物資等の輸送）を円滑か 

つ確実に実施するために必要な緊急輸送道路及びくしの歯ルートを 

あらかじめ指定するものとし、他の道路に優先して地震防災対策を実 

施する。 

第１次緊急輸送道路 （略） 

第２次緊急輸送道路 第１次緊急輸送道路と市区町村役場、主要な防災拠点（行政機関、

公共機関、港湾、ヘリポート、災害医療拠点、自衛隊等）を連絡

し、地域内の緊急輸送を担う道路 

くしの歯ルート （略） 

（略） 

 

 

第２章 建築物等の安全化 

第２節 交通関係施設等の整備 

２ 道路施設 

⑵ 緊急輸送道路の指定 

地震直後から発生する緊急輸送（救助、救急、医療、消火活動及び 

避難者への緊急物資の供給等に必要な人員、物資等の輸送）を円滑か 

つ確実に実施するために必要な緊急輸送道路及びくしの歯ルートを 

あらかじめ指定するものとし、他の道路に優先して地震防災対策を実 

施する。 

第１次緊急輸送道路 （略） 

第２次緊急輸送道路 第１次緊急輸送道路と市区町村役場、主要な防災拠点（行政機関、

公共機関、港湾、災害医療拠点、自衛隊等）を連絡し、地域内の

緊急輸送を担う道路 

くしの歯ルート （略） 

（略） 

 

 

 

 

 

対策の見直

し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

51 

 

 

 

 

 

 

 

 

56 

 

 

 

第３節 ライフライン関係施設等の整備 

６ 通信施設 

東海地震のような予知・海洋型大地震はもとより、阪神・淡路大震災の

ような内陸直下型の大規模災害時における通信機能の確保は、社会的な混

乱の防止、災害対策の適切かつ迅速な実施の上からも極めて重要な問題で

あり、防災関係機関は、電気通信、専用通信、放送等の施設の安全性確保

に全力をあげて取り組む必要がある。また、各種通信施設を活用した複数

の通信手段を構築し、通信回線相互の適切な補完を図るとともに、平常時

より無線設備の総点検を定期的に実施するとともに、無線設備や非常用電

源設備を耐震性のある場所へ設置する。 

（略） 

７ 農地及び農業用施設 

⑴ 排水機、樋門、水路等の整備 

排水機、樋門、水路等については、地震に対してその機能が保持で 

きるように耐震基準に適合した構造で新設又は改修を行う。 

 

第３節 ライフライン関係施設等の整備 

６ 通信施設 

大規模災害時における通信機能の確保は、社会的な混乱の防止、災害対

策の適切かつ迅速な実施の上からも極めて重要な問題であり、防災関係機

関は、電気通信、専用通信、放送等の施設の安全性確保に全力をあげて取

り組む必要がある。また、各種通信施設を活用した複数の通信手段を構築

し、通信回線相互の適切な補完を図るとともに、平常時より無線設備の総

点検を定期的に実施するとともに、無線設備や非常用電源設備を耐震性の

ある場所へ設置する。 

 

（略） 

７ 農地及び農業用施設 

⑴ 排水機、樋門、水路等の整備 

排水機、樋門、水路等については、地震に対してその機能が保持で

きるように耐震基準に適合した構造で新設又は改修を行う。 

また、下流に住宅や公共施設等があり、施設が決壊した場合に影響

を与える恐れがあるため池について、ハザードマップの作成により、

 

 

表記の整理 

 

 

 

 

 

 

 

表記の整理 
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適切な情報提供を図るものとする。 

 

 

56 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

57 

 

 

第５節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備 

（追加） 

市は、県が強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の

特別措置に関する法律（昭和 55 年法律第 63号）により作成する「地震対

策緊急整備事業計画」及び地震防災対策特別措置法（平成７年法律第 111

号）により作成する「地震防災緊急事業５箇年計画」に基づき、県と連携

して警戒宣言発令時の地震防災応急対策又は地震発生後の災害応急対策

を実施する上で必要な施設等を整備するものとする。 

 

 

 

（追加） 

 

第５節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備 

１ 市及び県における措置 

市は、県が強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の

特別措置に関する法律（昭和 55 年法律第 63号）により作成する「地震対

策緊急整備事業計画」及び地震防災対策特別措置法（平成７年法律第 111

号）により作成する「地震防災緊急事業５箇年計画」に基づき、県と連携

して警戒宣言発令時の地震防災応急対策又は地震発生後の災害応急対策

を実施する上で必要な施設等を整備するものとする。 

また、市及び県は、地震防災対策を推進するため、単独事業等を実施す

る。 

 

２ 単独事業等 

⑴ 防災対策事業 

市及び県は、災害に強く安全なまちづくりを進めるため、防災対策 

事業債を活用した防災対策事業を実施する。 

⑵ 補助事業 

市は、県の実施する地震防災対策事業の推進を図るため、県から交 

付される県費補助金を活用し、これを実施する。 

 

 

表記の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の整理 

 

 

 

 

 

 

 

65 

第５章 応急対策活動等のための施設、資機材、体制等の整備 

第１節 防災施設・設備、災害用資機材及び体制の整備 

１ 市、県（防災局、建設部、関係部局）及び防災関係機関における措置 

⑶ 公的機関の業務継続性の確保 

イ 市及び県は、災害時に災害応急対策活動や復旧・復興活動の主体 

として重要な役割を担うこととなることから、業務継続計画の策定 

等に当たっては、地域や想定される災害の特性等を踏まえつつ、少 

なくとも次の事項について定めておくものとする。 

② 本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定 

（略） 

第５章 応急対策活動等のための施設、資機材、体制等の整備 

第１節 防災施設・設備、災害用資機材及び体制の整備 

１ 市、県（防災局、建設部、関係部局）及び防災関係機関における措置 

⑶ 公的機関の業務継続性の確保 

イ 市及び県は、災害時に災害応急対策活動や復旧・復興活動の主体 

として重要な役割を担うこととなることから、業務継続計画の策定 

等に当たっては、地域や想定される災害の特性等を踏まえつつ、少 

なくとも次の事項について定めておくものとする。 

② 本庁舎が使用できなくなった場合の代替施設の特定 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の整理 

 

 

 

第６章 避難行動の促進対策 

■ 主な機関の措置 

区分 機関名 主な措置 

第６章 避難行動の促進対策 

■ 主な機関の措置 

区分 機関名 主な措置 
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69 

 

 

 

 

 

71 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

71 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

72 

 

第３節 

避難勧告等の判断・伝

達マニュアルの作成 

市 1⑴ マニュアルの作成 

1⑵ 判断基準の設定に係る助言 

1⑶ 事前準備 

 

第３節 避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成 

１ 市における措置 

⑴ マニュアルの作成 

市は、避難指示（緊急）、避難勧告、避難準備・高齢者等避難開始 

等について、次の事項に留意の上、避難すべき区域や判断基準、伝達 

方法を明確にしたマニュアルを作成するものとする。 

ア～イ （略） 

ウ 「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」（内閣 

府）を参考にすること 

エ 区域の設定に当たっては、次の区域を踏まえること 

 

 

(ア)～(イ) （略） 

オ 避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所への移動を行う

ことがかえって危険を伴う場合や屋内に留まっていた方が安全な 

場合等やむを得ないときは、「屋内安全確保」の安全確保措置を講

ずべきことにも留意すること 

カ 避難勧告等の発令基準については、津波警報等が発表された場合

に直ちに避難指示（緊急）等を発令することを基本とした具体的な

ものとすること 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

⑵ 判断基準の設定に係る助言 

詳細については、風水害等災害対策編「第２編 第７章 第３節  

１⑵判断基準の設定に係る助言」の定めるところによる。 

第３節 

避難勧告等の判断・伝

達マニュアルの作成 

市 1⑴ マニュアルの作成 

1⑵ 判断基準の設定等に係る助言 

1⑶ 事前準備 

 

第３節 避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成 

１ 市における措置 

⑴ マニュアルの作成 

市は、避難指示（緊急）等について、次の事項に留意の上、避難す 

べき区域や判断基準、伝達方法を明確にしたマニュアルを作成するも 

のとする。 

ア～イ （略） 

ウ 「避難勧告等に関するガイドライン」（内閣府）を参考にするこ 

 と 

エ 区域の設定に当たっては、次の区域を踏まえるとともに、いざと 

いうときに市長自らが躊躇なく避難指示（緊急）を発令できるよう、 

具体的な区域を設定すること 

(ア)～(イ) （略） 

オ 津波は想定を上回る高さとなる可能性があることなどから、屋内 

での安全確保措置とはせず、立退き避難を原則とすること 

 

 

カ 避難勧告等の発令基準については、津波警報等が発表された場

合、どのような津波であれ、危険な地域からの一刻も早い避難が必

要であることから、避難準備・高齢者避難開始、避難勧告は発令せ

ず、基本的には避難指示（緊急）のみを発令すること 

キ 我が国から遠く離れた場所で発生した地震に伴う津波のように、

到達までに相当の時間があるものについては、気象庁が津波の到達

予想時刻等の情報を「遠地地震に関する情報」の中で発表する場合

があるが、この「遠地地震に関する情報」の後に津波警報等が発表

される可能性があることを認識し、避難準備・高齢者等避難開始、

避難勧告の発令を検討すること 

⑵ 判断基準の設定等に係る助言 

詳細については、風水害等災害対策編「第２編 第７章 第３節  

１⑵判断基準の設定等に係る助言」の定めるところによる。 

表記の整理 

 

 

 

 

 

表記の整理 

 

 

 

 

名称の変更 

 

表記の整理 

 

 

 

ガイドライ

ンの改正 

 

 

ガイドライ

ンの改正 

 

 

ガイドライ

ンの改正 

 

 

 

 

表記の整理 
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（略） 

 

（略） 

 

73 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

74 

 

 

 

 

73 

 

 

 

 

 

第５節 避難に関する意識啓発 

⑴ 緊急避難場所等の広報 

緊急避難場所や避難所の指定を行った市は、次の事項につき、地 

域住民に対する周知徹底に努めるものとする。 

ア～イ（略） 

ウ 避難地区分け 

エ～カ（略） 

⑵ 避難のための知識の普及 

イ 避難時における知識 

・避難勧告等が発令された場合の安全確保措置としては、指定緊 

急避難場所への移動を原則とすること 

・避難の際には発生するおそれのある災害に適した指定緊急避難 

場所を避難先として選択すべきであること（特に、指定緊急避 

難場所と指定避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災 

害においては当該施設に避難することが不適当である場合が 

あること） 

・避難時の周囲の状況等により、指定緊急避難場所への移動を行 

うことがかえって危険を伴う場合等やむを得ないと住民等自 

身が判断する場合は、「近隣の安全な場所」への移動又は「屋 

内安全確保」を行うべきこと 

（略） 

⑶ その他 

イ 市は、指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設置する場合は、 

日本工業規格に基づく災害種別一般図記号を使用して、どの災害の 

種別に対応した避難場所であるかを明示するよう努める。 

 

 

（略） 

 

第５節 避難に関する意識啓発 

⑴ 緊急避難場所等の広報 

緊急避難場所や避難所の指定を行った際に、次の事項について、地 

域住民に対する周知徹底に努めるものとする。 

ア～イ（略） 

（削除） 

ウ～オ（略） 

⑵ 避難のための知識の普及 

イ 避難時における知識 

・避難勧告等が発令された場合の安全確保措置としては、指定緊 

急避難場所への移動を原則とすること 

・避難の際には発生するおそれのある災害に適した指定緊急避難 

場所を避難先として選択すべきであること（特に、指定緊急避 

難場所と指定避難所が相互に兼ねる場合においては、特定の災 

害においては当該施設に避難することが不適当である場合が 

あること） 

・津波については想定を上回る高さとなる可能性があることなど 

から、屋内での安全確保措置とはせず、できるだけ早く、でき 

るだけ高い場所へ移動する立退き避難が原則となること 

 

（略） 

⑶ その他 

イ 市は、指定避難所及び指定緊急避難場所を指定して誘導標識を設 

置する場合は、日本工業規格に基づく災害種別一般図記号を使用し 

て、どの災害の種別に対応した避難場所であるかを明示するよう努 

める。また、設置にあたっては、愛知県避難誘導標識等設置指針を 

参考とするものとする。 

（略） 

 

 

 

表記の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ガイドライ

ンの改正 

 

 

 

愛知県避難

誘導標識等

設置指針の

改定 

 

 

 

 

第７章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策 

第１節 避難所の指定・整備 

１ 市における措置 

第７章 避難所・要配慮者支援・帰宅困難者対策 

第１節 避難所の指定・整備 

１ 市における措置 

厚生労働省

「避難所等に

おける視聴覚
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76 

⑶ 避難所が備えるべき設備の整備 

ア 情報受発信手段の整備：防災行政無線、携帯電話、ファクシミリ、 

パソコン、拡声器、コピー機、テレビ、携帯ラジオ等 

 

（略） 

 

⑶ 避難所が備えるべき設備の整備 

ア 情報受発信手段の整備：防災行政無線、携帯電話、ファクシミリ、 

パソコン、拡声器、コピー機、テレビ、携帯ラジオ、ホワイトボー 

ド等 

（略） 

 

障害者等に対

する情報・コ

ミュニケーシ

ョン支援につ

いて」に基づ

き修正 

 

 

78 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

78 

 

 

 

 

 

 

 

79 

 

 

第２節 要配慮者支援対策 

１ 市、県及び社会福祉施設等管理者における措置 

⑶ 避難行動要支援者対策 

ア 市は、災害時において自ら避難することが困難であって、円滑か 

つ迅速な避難の確保の観点で特に支援を要する避難行動要支援者 

に対する避難支援の全体的な考え方を整理し、名簿に登載する避難 

行動要支援者の範囲、名簿作成に関する関係部署の役割分担、名簿 

作成に必要な個人情報及びその入手方法、名簿の更新に関する事項 

等について、市地域防災計画に定めるとともに、細目的な部分につ 

いては、避難行動支援の全体計画を定めるものとする。 

 

イ 避難行動要支援者名簿の整備等 

(エ) 避難支援等関係者への事前の名簿情報の提供 

市は、消防機関、警察、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、 

自主防災組織その他、避難行動要支援者名簿に登載された情報を 

事前に提供できる避難支援等関係者の範囲を市地域防災計画で 

あらかじめ定めておく。 

併せて、これらの名簿情報の施錠可能な場所での保管の徹底

や、複製の制限等による情報管理の徹底を図るとともに、避難支

援等関係者への研修会の開催等を通じて、情報漏洩防止の措置を

求める等、避難行動要支援者及び第三者の権利利益を保護する措

置について市地域防災計画であらかじめ定めることとする。 

また、市は、市の条例の定めにより、または、避難行動要支援 

者本人への郵送や個別訪問などの働きかけにより、平常時から、 

名簿情報を広く避難支援等関係者に提供することについて周知 

を行う。 

 

（略） 

第２節 要配慮者支援対策 

１ 市、県及び社会福祉施設等管理者における措置 

⑶ 避難行動要支援者対策 

ア 市は、要配慮者のうち、災害時において自ら避難することが困難 

であって、円滑かつ迅速な避難の確保の観点で特に支援を要する避 

難行動要支援者に対する避難支援の全体的な考え方を整理し、名簿 

に登載する避難行動要支援者の範囲、名簿作成に関する関係部署の 

役割分担、名簿作成に必要な個人情報及びその入手方法、名簿の更 

新に関する事項等について、市地域防災計画に定めるとともに、細 

目的な部分については、避難行動支援の全体計画を定めるものとす 

る。 

イ 避難行動要支援者名簿の整備等 

(エ) 避難支援等関係者への事前の名簿情報の提供 

市は、避難行動要支援者名簿に登載された情報を事前に提供で

きる避難支援等関係者の範囲を市地域防災計画であらかじめ定め

ておく。 

併せて、これらの名簿情報の施錠可能な場所での保管の徹底や、

複製の制限等による情報管理の徹底を図るとともに、避難支援等

関係者への研修会の開催等を通じて、情報漏洩防止の措置を求め

る等、避難行動要支援者及び第三者の権利利益を保護する措置に

ついて市地域防災計画であらかじめ定めることとする。なお、庁

舎の被災等の事態が生じた場合においても名簿の活用に支障が生

じないよう、名簿情報の適切な管理に努めるものとする。 

また、市は、市の条例の定めにより、または、避難行動要支援 

者本人への郵送や個別訪問などの働きかけにより、平常時から、 

名簿情報を広く避難支援等関係者に提供することについて周知 

を行う。 

（略） 

 

 

 

表記の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の整理 

 

 

 

 

 

 

防災基本計

画 の 修 正

（H29.4） 
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83 

 

第８章 火災予防・危険性物質の防災対策 

第１節 火災予防対策に関する指導 

１ 市における措置 

⑵ 防火対象物の防火体制の推進 

多数の者が利用する防火対象物については、火災が発生した場合の

危険が大きい。このため、海部東部消防組合消防本部は消防法に規定

する防火対象物について防火管理者を必ず選任させ、その者に地震が

事前予知された場合の対応も含めた震災対策事項を加えた消防計画

を作成させ、同計画に基づく消火、通報及び避難の訓練の実施、消防

用設備等の点検整備、火気の使用又は取扱いに関する指導を行うとと

もに、防火対象物について消防法の規定に基づく消防用設備等の完全

設置を行って、当該対象物における防火体制の推進を図るものとす

る。 

（略） 

第８章 火災予防・危険性物質の防災対策 

第１節 火災予防対策に関する指導 

１ 市における措置 

⑵ 防火対象物の防火体制の推進 

多数の者が利用する防火対象物については、火災が発生した場合に

危険が大きい。このため、海部東部消防組合消防本部は消防法に規定

する防火対象物について防火管理者を必ず選任させ、その者に地震が

事前予知された場合の対応も含めた震災対策事項を加えた消防計画

を作成させ、同計画に基づく消火、通報及び避難の訓練の実施、消防

用設備等の点検整備、火気の使用又は取扱いに関する指導を行うとと

もに、防火対象物について消防法の規定に基づく消防用設備等の完全

設置を行って、当該対象物における防火体制の推進を図るものとす

る。 

（略） 

 

 

 

 

表記の整理 

 

 

 

93 

 

 

 

 

94 

 

 

第１１章 防災訓練及び防災意識の向上 

■ 主な機関の措置 

区分 機関名 主な措置 

第３節 

防災のための教育 

各 学 校

等 管 理

者 

1⑷ 関係職員の専門的知識のかん

養及び技能の向上 

第１節 防災訓練の実施 

１ 市及び県における措置 

⑶ 浸水対策訓練（水防訓練） 

浸水対策の一環として市は、海部地区水防事務組合及び、一般住民

と一致団結して水災の警戒及び防御に当たり、万全を期するととも

に、水防思想の普及徹底を図るため、各種水防広報その他の訓練を実

施する。 

（略） 

第１１章 防災訓練及び防災意識の向上 

■ 主な機関の措置 

区分 機関名 主な措置 

第３節 

防災のための教育 

各 学 校

等 管 理

者 

1⑷ 関係職員の専門的知識の涵（か

ん）養及び技能の向上 

第１節 防災訓練の実施 

１ 市及び県における措置 

⑶ 浸水対策訓練（水防訓練） 

浸水対策の一環として市は、水防管理団体等と連携するとともに、

一般住民と一致団結して水災の警戒及び防御に当たり、万全を期する

とともに、水防思想の普及徹底を図るため、各種水防広報その他の訓

練を実施する。 

（略） 

 

 

 

 

表記の整理 

 

 

 

 

97 

 

 

 

第２節 防災のための意識啓発・広報 

１ 市、県及び県警察における措置 

⑸ 地震保険の加入促進 

地震保険は、地震等による被災者の生活安定に寄与することを目的 

とした公的保険制度であり、家屋等が被災した場合、復旧に要する費 

用が多額にのぼるおそれがあることから、被災者が住宅再建する際の 

第２節 防災のための意識啓発・広報 

１ 市、県及び県警察における措置 

⑸ 地震保険の加入促進 

地震保険は、地震等による被災者の生活安定に寄与することを目的 

とした公的保険制度であり、家屋等が被災した場合、復旧に要する費 

用が多額にのぼるおそれがあることから、被災者が住宅再建する際の 
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97 

 

 

有効な手段の一つとなる。そのため、市は、被災した場合でも、一定 

の保証得られるよう、その制度の普及及び住民の地震保険・共済への 

加入の促進に努めるものとする。 

（略） 

 

有効な手段の一つとなる。そのため、市は、被災した場合でも、一定 

の補償得られるよう、その制度の普及及び住民の地震保険・共済への 

加入の促進に努めるものとする。 

（略） 

 

 

表記の整理 

 

 

 

 

 

99 

 

第３節 防災のための教育 

１ 各学校等管理者における措置 

⑷ 関係職員の専門的知識のかん養及び技能の向上 

関係職員に対する防災指導資料の作成・配布・講習会及び研究会等 

の実施を促進し、災害及び防災に関する専門的知識のかん養及び技能 

の向上を図る。 

（略） 

第３節 防災のための教育 

１ 各学校等管理者における措置 

⑷ 関係職員の専門的知識の涵（かん）養及び技能の向上 

関係職員に対する防災指導資料の作成・配布・講習会及び研究会等 

の実施を促進し、災害及び防災に関する専門的知識の涵（かん）養及 

び技能の向上を図る。 

（略） 

 

 

表記の整理 

 

 

100 

第４節 防災意識調査及び地震相談の実施 

１ 市及び県における措置 

⑵ 耐震相談及び現地診断の実施 

地震が起きたときは、はたして我が家は大丈夫かという住民の不安 

を解消するため、県が無料で耐震相談を県内各地で実施しているの 

で、当該関連情報を適宜広報に努める。 

また、住宅の現地診断についても適宜実施するものとする。 

（略） 

第４節 防災意識調査及び地震相談の実施 

１ 市及び県における措置 

⑵ 耐震相談及び現地診断の実施 

我が家は大丈夫かという住民の不安を解消するため、無料で耐震相 

談を実施し、当該関連情報を適宜広報に努める。 

また、住宅の現地診断についても適宜実施するものとする。 

 

（略） 

 

 

表記の整理 

 

 

 

 

106 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３編 災害応急対策 

第１章 活動態勢（組織の動員配備） 

第１節 災害対策本部の設置・運営 

１ 市における措置 

⑸ 設置及び廃止の伝達（通知） 

伝達（通知）先 方法 

役所内 庁内放送、グループウェア 

市出先機関及び学校 電話、グループウェア 

あま市消防団 電話又は市防災行政無線、サイレ

ン、メール 

海部県民センター（県災害対策本

部尾張方面本部海部支部） 

県防災行政無線又は電話、高度情

報通信ネットワーク 

第３編 災害応急対策 

第１章 活動態勢（組織の動員配備） 

第１節 災害対策本部の設置・運営 

１ 市における措置 

⑸ 設置及び廃止の伝達（通知） 

伝達（通知）先 方法 

役所内 庁内放送、グループウェア 

市出先機関及び学校 電話、グループウェア 

あま市消防団 電話又はトランシーバー、サイレ

ン、メール 

海部県民センター（県災害対策本部

尾張方面本部海部支部） 

県防災行政無線又は電話、高度情

報通信ネットワーク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の整理 
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106 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

107 

 

 

津島警察署 電話 

海部東部消防組合消防本部 電話 

海部地区水防事務組合 電話 

中部電力株式会社 津島営業所 

東邦瓦斯株式会社 美和サービス

センター 

西日本電信電話株式会社 一宮営

業所 

電話 

区長 電話 

 

⑹ 災害対策本部長の職務代理者 

災害対策本部長（市長）が発災時に登庁困難な場合若しくは登庁に 

時間を要する場合の職務代理者は、次のとおり定めるものとする。 

第１順位 副市長 

第２順位 教育長 

第３順位 総務部長 

⑺ 災害対策本部の代替場所 

災害対策本部は本庁舎に設置するものとするが、庁舎が被災した場 

合は、速やかに代替施設を指定し、職員及び住民に周知するものとす 

る。 

（追加） 

（追加） 

（追加） 

⑼ 非常配備 

オ 参集場所 

参集時の留意事項（表中） 

①～②（略） 

③ 参集途上の情報収集 

道路の通行可能状況、各地区の被害状況など、気が付いた点 

を、参集後直ちに所属長等に報告する。 

（略） 

津島警察署 電話 

海部東部消防組合消防本部 電話 

海部地区水防事務組合 電話 

中部電力株式会社 津島営業所 

東邦瓦斯株式会社 美和サービス

センター 

西日本電信電話株式会社 一宮営

業所 

電話 

区長 電話 

 

⑹ 災害対策本部長の職務代理者 

災害対策本部長（市長）が発災時に登庁困難な場合若しくは登庁に 

時間を要する場合の職務代理者は、次のとおりとする。 

第１順位 副市長 

第２順位 教育長 

第３順位 総務部長 

⑺ 災害対策本部の代替場所 

災害対策本部は本庁舎に設置するものとするが、庁舎が被災した場 

合は、代替施設を次のとおりとする。 

 

第１順位 甚目寺庁舎 

第２順位 甚目寺総合体育館 

第３順位 七宝公民館 

⑼ 非常配備 

オ 参集場所 

参集時の留意事項（表中） 

①～②（略） 

③ 参集途上の情報収集 

道路の通行可能状況、各地区の被害状況など、気が付いた点 

を、逐時所属長等に報告する。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の整理 

 

 

 

 

表記の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の整理 
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111 

 

 

第２章 避難行動 

第１節 津波警報等の伝達 

２ 市における措置 

⑶ 市は、受信した緊急地震速報を地域衛星通信ネットワーク、市防災 

行政無線等により住民等への伝達に努めるものとする。伝達にあたっ 

ては、市防災行政無線を始めとした効果的かつ確実な伝達手段を複合 

的に活用し、対象地域の住民への迅速かつ的確な伝達に努めるものと 

する。 

（略） 

第２章 避難行動 

第１節 津波警報等の伝達 

２ 市における措置 

⑶ 市は、受信した緊急地震速報を市防災行政無線等により住民等への 

伝達に努めるものとする。伝達にあたっては、市防災行政無線を始め 

とした効果的かつ確実な伝達手段を複合的に活用し、対象地域の住民 

への迅速かつ的確な伝達に努めるものとする。 

 

（略） 

 

 

 

 

表記の整理 

 

 

 

 

 

118 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

118 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 災害情報の収集・伝達・広報 

第１節 被害状況等の収集・伝達 

１ 市における措置 

⑶ 情報の収集、伝達 

市は、自己の所掌する事務又は業務に関して、積極的に自らの職員 

を動員し、県防災行政無線及び一般電話（ＦＡＸを含む。）の他、あ 

らかじめ災害時優先電話を登録した上での非常通話や緊急通話の利 

用、あるいは携帯電話を利用し、又は応援協定先及び関係機関の協力 

を得て、災害応急対策活動を実施するのに必要な情報及び被害状況を 

収集するとともに、速やかに関係機関に伝達を行う。 

同時多発的に災害が発生した場合には、電話がふくそうするので直 

接電話、災害時優先電話により防災関係機関相互の回線を確保する。 

なお、通信連絡用機器の設置に当たっては、非常用電源を備えると 

ともに、災害時に途絶しないように設置箇所等に留意する。 

⑷ 被害状況の収集・伝達 

ア 異常現象発見時の通報 

地震に伴う災害が発生し、異常現象を発見した者は、直ちに市長 

又は警察官、海上保安官に通報するものとする。 

なお、警察官、海上保安官が通報を受けた場合は、その旨を速や 

かに市長に通報するものとする。 

イ （略） 

ウ 災害の状況及び応急対策活動情報の県への報告 

災害の状況（被害規模に関する概括的情報を含む）及び応急対策 

活動情報（応急対策の活動状況、対策本部設置状況、応援の必要性 

第３章 災害情報の収集・伝達・広報 

第１節 被害状況等の収集・伝達 

１ 市における措置 

⑶ 情報の収集、伝達 

市は、自己の所掌する事務又は業務に関して、積極的に自らの職員 

を動員し、県防災行政無線及び一般電話（ＦＡＸを含む。）の他、あ 

らかじめ災害時優先電話を登録した上での非常通話や緊急通話の利 

用、あるいは携帯電話を利用し、又は応援協定先及び関係機関の協力 

を得て、災害応急対策活動を実施するのに必要な情報及び被害状況を 

収集するとともに、速やかに関係機関に伝達を行う。 

同時多発的に災害が発生した場合には、電話が輻輳するので、災害 

時優先電話により防災関係機関相互の回線を確保する。 

なお、通信連絡用機器の設置に当たっては、非常用電源を備えると 

ともに、災害時に途絶しないように設置箇所等に留意する。 

⑷ 被害状況の収集・伝達 

ア 異常現象発見時の通報 

地震に伴う災害が発生し、異常現象を発見した者は、直ちに市又 

は警察、海上保安庁に通報するものとする。 

なお、警察、海上保安庁が通報を受けた場合は、その旨を速やか 

に市に通報するものとする。 

イ （略） 

ウ 災害の状況及び応急対策活動情報の県への報告 

災害の状況（被害規模に関する概括的情報を含む）及び応急対策 

活動情報（応急対策の活動状況、対策本部設置状況、応援の必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の整理 

 

 

 

 

 

表記の整理 
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118 

等）について、把握できた範囲から直ちに県へ報告する。 

この場合において、市長は、被害の発生地域、避難勧告等の措置 

を講じた地域等を地図上に表示することができる県防災情報シス 

テムの防災地理情報システムを有効に活用するものとする。 

 

（略） 

等）について、把握できた範囲から直ちに県へ報告する。 

この場合において、市長は、被害の発生地域、避難勧告等の措置 

を講じた地域等を地図上に表示することができる県防災情報シス 

テムの防災地理情報システムや市町村防災支援システムを有効に 

活用するものとする。 

（略） 

 

 

 

表記の整理 

 

 

 

 

121 

 

第３節 広報 

３ 市における措置 

⑵ 広報手段 

ア～ケ（略） 

コ ツイッターなどのソーシャルメディアによる情報提供 

（略） 

第３節 広報 

３ 市における措置 

⑵ 広報手段 

ア～ケ（略） 

コ ソーシャルメディアによる情報提供 

（略） 

 

 

 

 

表記の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

131 

 

第６章 消防活動・危険性物質対策 

第１節 消防活動 

１ 市（消防の一部組合、消防を含む一部組合を含む）の措置 

⑵ 市は災害事象に対応した防御活動を展開し、住民の生命、身体及び 

財産を保護するとともに、発災害時の被害を軽減するため、大震火災 

防御計画を樹立しておくものとする。 

イ 大震災防御計画の推進 

(カ) 部隊運用要領 

ａ 消防の組織 

(ａ) 消防部等の設置 

大地震の発生により火災等の災害発生が予測された場合 

は、平常の事務を一時停止して、消防本部に消防部又は消防 

班を、海部東部消防組合に消防隊を設置し、災害の活動に専 

念する。 

（略） 

第６章 消防活動・危険性物質対策 

第１節 消防活動 

１ 市（消防の一部組合、消防を含む一部組合を含む）の措置 

⑵ 市は災害事象に対応した防御活動を展開し、住民の生命、身体及び 

財産を保護するとともに、発災害時の被害を軽減するため、大震火災 

防御計画を樹立しておくものとする。 

イ 大震災防御計画の推進 

(カ) 部隊運用要領 

ａ 消防の組織 

(ａ) 消防隊の設置 

大地震の発生により火災等の災害発生が予測された場合 

は、海部東部消防組合に消防隊を設置する。 

 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表記の整理 
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第７章 医療救護・防疫・保健衛生対策 

■ 主な機関の応急活動 

機関名 発災     ３日     １週間     復旧対応期 

市 ○医療救護所の設置等、地域の医療体制確保 

○地域災害医療対策会議への参画 

○ＤＰＡＴの派遣要請――――――――――――――――――――――→ 

（追加） 

第７章 医療救護・防疫・保健衛生対策 

■ 主な機関の応急活動 

機関名 発災     ３日     １週間     復旧対応期 

市 ○医療救護所の設置等、地域の医療体制確保 

○地域災害医療対策会議への参画 

○ＤＰＡＴの派遣要請――――――――――――――――――――――→ 

○ＤＭＡＴの派遣要請――――――――――――――――――――――→ 

 

 

 

 

 

応急活動の

追加 
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（略） 

（略） 

（略） 

（略） 
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第８章 交通の確保・緊急輸送対策 

■ 主な機関の応急活動 

機関名 発災     ３日     １週間     復旧対応期 

市 ○道路被害情報の収集及び関係機関との情報共有 

○道路、橋梁等の緊急復旧、緊急輸送道路の確保 

（略） 

（追加） 

 

 

 

第２節 道路施設対策 

３ 市における措置 

⑴ 道路被害情報の収集及び関係機関との情報共有 

イ 道路情報システムの活用により、関係機関との間で情報の共有を 

行う。 

（略） 

第８章 交通の確保・緊急輸送対策 

■ 主な機関の応急活動 

機関名 発災     ３日     １週間     復旧対応期 

市 ○道路被害情報の収集及び関係機関との情報共有 

○道路、橋梁等の緊急復旧、緊急輸送道路の確保(※) 

（略） 

※ 地元協定業者、県と災害対策支援に関する協定を締結する建設業団体

（愛知県土木研究会、愛知県建設業協会、日本建設業連合会中部支部）

により実施 

 

第２節 道路施設対策 

３ 市における措置 

⑴ 道路被害情報の収集及び関係機関との情報共有 

イ 道路情報システム、くしの歯防災システムの活用により、関係機 

関との間で情報の共有を行う。 

（略） 

 

表記の整理 

 

 

 

 

対策の追加 

 

 

 

 

 

表記の整理 

 


